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2022 年の経済指標 

             笹木 義次 

2022 年の経済指標で特徴的な出来事は物価指

数が上昇した事です。消費者物価指数総合は

2022 年 10 月の前年同月比は 3.8％の上昇とな

りました。2022 年 1 月の前年同月比 0.5％から

大きく上昇しました。特に、足下で上昇率が加速

しています。 

 

こうした消費者物価指数総合の上昇を受けて、

消費者のマインドは悪化しました。消費者態度

指数を見ると 2022 年 1 月の 36.5 ポイントから

2022 年 11 月は 28.6 ポイントまで低下しまし

た。 

 

景気動向を表している景気動向指数の一致指数

は 2022 年 1 月から 8 月までは緩やかながら上

昇していました。しかし、9 月 10 月と 2 ヶ月連

続で低下するなど、足下では改善一服となりま

した。景気循環を体現している電子部品・デバイ

ス工業の生産指数は 2022 年 1 月から 10 月まで

減少傾向です。先行きの生産計画は減産計画と

なっています。 

 

 

 

足下で上昇が加速している消費者物価指数、悪

化が続く消費者マインド、生産調整に直面して

いる電子部品・デバイス工業の生産動向から、

2023 年の景気は調整色を強めると見ています。 
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消費者態度指数

消費者態度指数

消費者態度指数は、「暮らし向き」、「収入の増え方」

「雇用環境」、「耐久消費財の買い時判断」を単純平均して

算出しています。

出所：内閣府
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生産 出荷 在庫
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田 中 建 設 工 業

(1450)   
       笹木義次 
                  

 

解体工事の施工管理に特化 

田中建設工業は、ビルなどの建築構造物の解

体工事の施工管理を行っています。実際の解

体は田中建設工業の協力会社が行っています。

施工管理に特化する事で、田中建設工業では、

解体工事の安全管理や近隣対策などに集中す

る事が可能となっています。主なユーザーは、

デベロッパー、ゼネコン、エンドユーザーです。 

 

2023 年 3 月期上半期業績 

田中建設工業の 2023 年 3 月期上半期の業績

は、売上高が 60 億 22 百万円と前年同期比で

23.7％の増収に、営業利益は 10 億 67 百万円

と前年同期比で 68.0％の増益となりました。

通期業績計画に対する進捗率は、売上高で

58.5％に、営業利益は 72.7％になりました。 

 

売上高の増収効果と売上総利益率の上昇で、

営業利益は増益となりました。小規模・短工期

の案件に加えて、大規模の案件も獲得した事

から、売上高は増収となりました。再開発案件、

物流施設建設のための解体工事、老朽化施設

の解体工事などが売上高の増収に寄与しまし

た。再開発案件の増加によりエンドユーザー

からの請負比率が高まった事で、元請比率が

上昇しました。こうした事が売上総利益率の

上昇に繋がりました。新規顧客の比率が高ま

り、リピート比率は低下しました。新規顧客の

増加は次に繋がる動きになると見ています。 

 

 

2023 年 3 月期上半期の受注高は 63 億 45 百

万円と前年同期比で 6.6％の増加となり、繰越

受注高は着実に積み上がりました。上半期末

の繰越受注高は 47 億 88 百万円となり 2022

年 3 月期末の 45 億 45 百万円より 5.3％の増

加となりました。 

 

2023 年 3 月期業績計画 

田中建設工業では、2023 年 3 月期の業績は、

売上高が 103 億円と前年比で 4.8％の増収を、

営業利益は 14 億 68 百万円と前年比で 3.5％

の増益を計画しています。上半期の業績は高

い進捗率でしたが、通期計画は据置いていま

す。 

 

筆者は上半期の高い進捗率から、2023 年 3 月

期の売上高は 110 億円と前年比で 12.0％の増

収を、営業利益は 16 億円と前年比で 12.8％

の増益になると予測しています。投資指標か

ら見て割安で、業績の上方修正も見込めるこ

とから筆者は田中建設工業を投資対象として

評価しています。 

 

 

　
株価指標
株価 (2022/12/16) 円
売買単位
市場
時価総額 103

2,362.0
100株

東証スタンダード
億円

＜業績の推移＞
非連結

決算期 売上 営業利益 経常利益 純利益 1株利益 1株配当

2021/3 9,011 1,433 1,458 982 225.8 68.0
2022/3 9,824 1,418 1,434 967 222.4 73.0
2023/3計 10,300 1,468 1,482 996 229.2 73.0
単位：百万円　（1株利益、1株配当は円）　計画は会社計画によります。

＜投資指標＞
非連結

今期予想ＰＥＲ 10.3 倍
ＰＢＲ 1.77 倍
予想配当利回り 3.09 ％

出所：AstraManager よりアイザワ証券作成 
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鈴茂器工 (6405) 
 

笹木 義次 

 

 

事業概要 

鈴茂器工は、シャリ玉ロボットや海苔巻きロ

ボットなどの寿司ロボット、盛付けロボット

等の製造と販売を行っています。一定以上の

おいしさなどの品質を維持しつつ、自動化や

省人化のニーズに対応しています。 

 

2023 年 3 月期上半期業績実績 

鈴茂器工の 2023 年 3 月期上半期の業績は、売

上高が 63 億 51 百万円と前年同期比で 22.1％

の増収に、営業利益は 4 億 36 百万円と前年同

期比で 31.2％の減益となりました。増収効果

で費用の増加を吸収出来ずに営業利益は減益

となりました。 

 

組織能力 

2023 年 3 月期上半期の売上高の実績は計画を

上回りました。国内売上高では、ご飯盛付けロ

ボット Fuwarika が計画を上回る売上高とな

りました。大手焼肉チェーンや大手定食チェ

ーンに導入が始まりました。今後幅広い業態

に導入される事が見込まれます。顧客企業で

の省力化や自動化の需要が旺盛である事が確

認できる決算となりました。 

 

2023 年 3 月期の業績計画は、部材不足など供

給制約を前提に作成されました。2023 年 3 月

期上半期では、部材調達先の開拓や設計変更

による代替部品への変更など対応を行いまし

た。その結果、部材不足が完全に解消された訳 

 

 

ではありませんが、期初想定していた供給制

約は改善される事になりました。 

 

省力化や自動化の旺盛な需要や供給制約が緩

和された事から、鈴茂器工では組織能力の向

上に繋がる事業基盤構築のため先行的な費用

を投下しました。人員採用を積極化した事か

ら人件費等が増加しました。人事制度や生産

能力に関して、コンサルタントを導入して見

直し等を行っています。 

 

2023 年 3 月期業績計画 

鈴茂器工では 2023 年 3 月期の業績は、売上高

が 130 億円と前年比で 12.4％の増収を、営業

利益は 18 億円と前年比で 18.6％の増益を計

画しています。第 3 四半期は繁忙期となり売

上高の増収が見込める事や、下期の費用に関

してはコントロールする事などから、通期の

業績計画は据置いています。 

 

鈴茂器工が潜在的な成長力を高める組織能力

の向上に取組んでいる事を筆者は評価してい

ます。 

 

　
株価指標
株価 (2022/12/16) 円
売買単位
市場
時価総額 146

1,129.0
100株

東証スタンダード
億円

＜業績の推移＞
連結

決算期 売上 営業利益 経常利益 純利益 1株利益 1株配当

2021/3 9,486 919 920 683 52.9 10.0
2022/3 11,565 1,517 1,543 1,070 83.0 20.0
2023/3計 13,000 1,800 1,800 1,315 101.8 31.0
単位：百万円　（1株利益、1株配当は円）　計画は会社計画によります。
(注意)2022年8月1日付で1株を2株に株式分割しています。1株利益、1株配当は
　　　過去遡及しています。
＜投資指標＞
連結

今期予想ＰＥＲ 11.0 倍
ＰＢＲ 1.08 倍
予想配当利回り 2.74 ％

出所：AstraManager よりアイザワ証券作成 
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